
１ 　一般会計補正予算の概要

⑴

（単位：千円）

→

⑵ 　補正予算（歳出）の主な内容 （単位：千円）

①

②

③

④

⑶ 　補正予算（歳入）の主な内容

　歳出の各事業の財源として交付される、国県支出金等を計上している。

⑷

⑸

9,974

35,350
　平成筑豊鉄道株式会社の経営状況が悪化しており、沿線
自治体で同社への追加支援を行うため、支援金を計上する
もの。

　私立保育所等に対し、給食費に係る物価高騰対策として
補助金を交付するもの。

保育所等業務効率化推
進事業費

975
　保育士の業務負担軽減を図るため、保育の補助業務に係
るⅠＣＴ等を活用した業務システムの導入を行った保育所
に対して補助を行うもの。

シティプロモーション
事業費

3,449

　本市の地域資源の魅力を発信するとともに、スポーツ愛
好者等の継続的な交流人口の拡大を目的として、プロス
ポーツ選手（福岡ソフトバンクホークス選手等）の自主ト
レーニング及びスポーツ教室等を実施するもの。

項　目

933,630千円 64,047千円増 997,677千円補正後予算額 35,666,787

※　主な事業として４つを挙げている。

補正額 説　　　明

公共交通網形成事業費

子育てのための施設等
利用給付事業費

令和６年度１２月補正予算について

既決予算額 35,621,057

補正予算額 補正前

※ 財源不足は、以下のとおり拡大。

　補正予算額

補正後45,730

　今回の補正予算では、９月補正以降新たに予算措置が必要となった事項を計上している。

　「生活保護受給者に係る医療及び介護給付費の審査等に関する委託料」等、全20件を追加
している。

　繰越明許費
　「塵芥処理一般経費」を追加している。

　債務負担行為



２ 　特別会計補正予算の概要

⑴ 　補正予算額（歳入・歳出） （単位：千円）

⑵ 　債務負担行為

　国民健康保険特別会計において、「被保険者資格情報・給付情報管理業務委託料」等、
全6件を追加している。

14,315
　患者数の増により診療費事業収入や薬剤費を増額するほ
か、空調機設置期間の延長、電気料の高騰に伴う医師会負担
金の増額などを行っている。

191,906

急患医療
特別会計

会計名 予算額 説　　　明
既　決
予算額

補正後
予算額

補　正
予算額

206,221



一般会計　令和６年度１２月補正予算（歳出）の主な内容

209,925 0 209,925

4,428,140 42,985 4,471,125

国庫
支出金

県支出金 地方債 一般財源

3,036 1,309 0 0 1,727

国庫
支出金

県支出金 地方債 一般財源

3,449 0 0 0 3,449

国庫
支出金

県支出金 地方債 一般財源

35,350 0 0 0 35,350

①システム開発等委託料 1,309千円

②回線使用料 1,242千円

①　戸籍法の改正により、本籍人に振り仮名を通知する必要が
　生じたため、システム改修を行うもの。
②　戸籍のシステムについて、令和７年２月からクラウドへ
　移行するが、その利用料について計上するもの。
③　住民票等のコンビニでの交付件数が当初の想定を上回り、
　手数料が不足するため、補正を行うもの。

補正
予算額

財源内訳

その他

○平成筑豊鉄道運行経費支援金

149千円

0

35,350千円

　平成筑豊鉄道株式会社の経営状況が悪化しており、沿線自治
体で同社への追加支援を行うため、支援金を計上するもの。

2 実
シティプロモー
ション事業費

産業振興
課

5,100 3,449 8,549

実3

他
戸籍・住民基本
台帳管理経費

市民課 70,159 3,036 73,195

公共交通網形
成事業費

都市計画
課

49,816 35,350 85,166

1

款名及び事業名 所管課

総 務 費

1

2

既決
予算額

（単位：千円）

補正の主な内容
補正後
予算額

補正
予算額

0

議 会 費

補正
予算額

財源内訳

その他

0

③その他の手数料 485千円

財源内訳

その他

3,300千円

　本市の地域資源の魅力を発信するとともに、スポーツ愛好者
等の継続的な交流人口の拡大を目的として、プロスポーツ選手
（福岡ソフトバンクホークス選手等）の自主トレーニング及び
スポーツ教室等を実施するもの。

○消耗品費

○魅力発信事業委託料

補正
予算額



一般会計　令和６年度１２月補正予算（歳出）の主な内容

款名及び事業名 所管課
既決

予算額

（単位：千円）

補正の主な内容
補正後
予算額

補正
予算額

14,909,877 21,169 14,931,046

7,463 2,488 0 0 4,975

国庫
支出金

県支出金 地方債 一般財源

9,974 0 4,986 0 4,988

国庫
支出金

県支出金 地方債 一般財源

975 650 0 0 325

1,693 310 563 800 20

○保育所等給食支援費補助金

補正
予算額

財源内訳

国庫
支出金

0

　令和７年度に小学校入学予定の身体的ケアが必要な児童を受け
入れるため、放課後児童クラブ施設の改修及び備品購入を行うも
の。
　また、電気料の不足が見込まれることから、補正するもの。

財源内訳

その他

7 実 108,132

1,520千円

民 生 費

4 固
児童扶養手当
支給事業費

子育て支
援課

48,011 9,9745 実
子育てのため
の施設等利用
給付事業費

子育て支
援課

57,985

地方債 その他 一般財源

0

1,693 109,825

417,005 7,463 424,468

実
保育所等業務
効率化推進事
業費

子育て支
援課

3

6 975

　保育士の業務負担軽減を図るため、保育の補助業務（①保育
に関する計画・記録、②園児の登園・降園の管理、③保護者と
の連絡、④キャッシュレス決済）に係るⅠＣＴ等を活用した業
務システムの導入を行った保育所に対して補助を行うもの。

放課後児童健
全育成事業費

教育総務
課

0

975

○保育所等業務効率化推進事業費補助金 975千円

9,974千円

　令和６年４月１日以降、物価上昇に起因する給食費の値上げ
を行っていない又は既に徴収した値上げ相当分について保護者
に返還を行った私立保育所等に対し、給食費に係る物価高騰対
策として補助金を交付するもの。

　本市対象施設：私立保育所18園、地域型保育事業所　1園

補正
予算額

県支出金

財源内訳

その他

0

その他 一般財源

補正
予算額

財源内訳

国庫
支出金

県支出金 地方債

0

補正
予算額

○児童クラブ施設改修工事

○児童扶養手当給付費 7,463千円

　所得制限の引き上げや、第３子以降加算額の見直しなど、令和６
年１１月からの児童扶養手当法の改正や、手当月額の引き上げが
当初の見込みより高かったことなどから予算の不足が見込まれるた
め、補正するもの。

○器具費 37千円
○電気料 136千円



一般会計　令和６年度１２月補正予算（歳出）の主な内容

款名及び事業名 所管課
既決

予算額

（単位：千円）

補正の主な内容
補正後
予算額

補正
予算額

5,636,758 6,027 5,642,785

国庫
支出金

県支出金 地方債 一般財源

351 0 0 0 249

国庫
支出金

県支出金 地方債 一般財源

1,188 0 0 0 1,188

国庫
支出金

県支出金 地方債 一般財源

4,422 0 0 0 4,422

36,591 0 36,591

692,945 0 692,945

397,444 0 397,444

財源内訳

その他

0

○配送業務委託料 1,188千円

3,440

351 1,559

9 他
清掃総務一般
経費

8

補正
予算額

財源内訳

144,787

1,208

7

労 働 費

環境政策
課

140,365 4,422

　新ごみ処理施設が令和７年４月から本格稼働することに伴
い、田川地区広域環境衛生施設組合が新ごみ処理施設における
ごみの受入れ方針に沿った家庭ごみの正しい出し方を田川地区
住民に啓発するためのガイドブックを作成し、構成市町村が配
布することが７月１１日開催の首長会議で決定した。
　これに伴って、ガイドブックの配布にかかる費用を計上する
もの。

環境政策
課

6

○補償金 351千円

他
乙女環境セン
ター解体事業
費

環境政策
課

　乙女環境センターの解体工事に起因して周辺家屋へ与えた損
害を補償するもの。
　今般、補償費の算定を行ったところ、予算が不足することが
判明したことから、補正するもの。

補正
予算額

農 林 業 費

5

商 工 費

補正
予算額

財源内訳

　ごみの収集区分の変更（「かん・びん」混合収集から「か
ん」、「びん」分別収集）に伴って、集積所に表示するごみ収
集日の案内プレートを作成するもの。

○消耗品費 4,422千円

1,188 4,628

その他

10 他

その他

102

4

塵芥処理一般
経費

0

衛 生 費



一般会計　令和６年度１２月補正予算（歳出）の主な内容

款名及び事業名 所管課
既決

予算額

（単位：千円）

補正の主な内容
補正後
予算額

補正
予算額

3,580,543 △19,945 3,560,598

△ 23,945 △ 10,776 △ 5,426 △ 7,800 57

770,810 △8,998 761,812

278 0 0 0 △172

413 0 0 0 △ 137

450

地方債 その他
国庫

支出金

9,106

一般財源

補正
予算額

0

県支出金

　向陽台団地集会所建設工事について、土壌汚染対策工事の影響
に伴い供用開始時期が遅れることから、それに合わせてスケジュー
ルを見直したことにより、令和７年度に完了見込みとなった。
　当初、令和６年度のみの支払いとしていたが、令和６年度と令和７
年度に分けて支払いをする見込みとなったことから、令和６年度分
の支払額を減額補正するもの。
　なお、令和７年度支払分については、別途、債務負担行為を計上
している。

老朽化公営住
宅建替整備事
業費

建築住宅
課

実

8

○消耗品費 413千円

　各消防団分団に配備する消防用ホースがコミュニティ助成事業で
採択されたため、増額するもの。

△23,945千円○公営住宅建設工事請負費

財源内訳

1,446,516

消 防 費9

11 △23,9451,470,461

13 他

その他 一般財源

550

他

○被服費 278千円

補正
予算額

消防団運営事
業費

土 木 費

消防施設管理
経費

安全安心
まちづくり
課

36,092 278 36,370

　各消防団分団に配備する被服等（安全靴、防塵手袋、ヘルメット）
がコミュニティ助成事業で採択されたため、増額するもの。

補正
予算額

財源内訳

国庫
支出金

県支出金

12

安全安心
まちづくり
課

8,693 413

地方債 その他 一般財源

財源内訳

国庫
支出金

県支出金 地方債



一般会計　令和６年度１２月補正予算（歳出）の主な内容

款名及び事業名 所管課
既決

予算額

（単位：千円）

補正の主な内容
補正後
予算額

補正
予算額

2,169,721 4,492 2,174,213

3,022 0 0 2,900 122

800 266 0 0 534

75,109 0 75,109

2,693,194 0 2,693,194

20,000 0 20,000

35,621,057 45,730 35,666,787

予算区分別の集計表 （単位：千円）

県支出金 地方債 その他

9,643,096 20,341 9,663,437 123 △16,200 △489

23,650,219 7,463 23,657,682 0 0 0

2,327,742 17,926 2,345,668 0 2,900 1,168

35,621,057 45,730 35,666,787 123 △13,300 679

小学校施設維
持管理経費

教育総務
課

109,061 3,022 112,083

○学校施設改修工事請負費 2,940千円

　令和７年度に小学校入学予定の身体的ケアが必要な児童を受け
入れるため、小学校施設の改修及び備品購入を行うもの。

補正
予算額

財源内訳

国庫
支出金

12,549

63,981△5,753

1,309

△9,550

0

補正予算額の財源内訳

11

13

教 育 費10

その他経費

既決
予算額

計

固定経費

実施計画経費

34,231

予 備 費

補正
予算額

災 害 復 旧 費

12

4,975

国庫
支出金

46,457

一般財源

2,488

800千円

　市内小学校の学習用タブレット端末等の利用に当たり、学校内の
通信速度の低下が課題となっている。今後の学習用タブレット端末
等の幅広い活用を想定し、校内ネットワーク環境の調査業務を委託
するもの。

補正
予算額

財源内訳

その他 一般財源地方債

一般財源

○ネットワークアセスメント業務委託料

国庫
支出金

0

14 他

県支出金

補正後
予算額

15 実
小学校ＤＸ推進
事業費

学校教育
課

33,431 800

合　　　計

公 債 費

○校用器具費 82千円

地方債 その他県支出金



一般会計　令和６年度１２月補正予算（歳入）の主な内容
（単位：千円）

1 4,959,512 0 4,959,512

2 158,900 0 158,900

3 1,800 0 1,800

4 21,000 0 21,000

5 27,100 0 27,100

6 127,500 0 127,500

7 1,179,000 0 1,179,000

8 26,000 0 26,000

9 195,001 0 195,001

10 7,970,242 0 7,970,242

11 9,830 0 9,830

12 51,795 102 51,897

1
乙女環境センター解
体事業負担金

351 102 453 環境政策課
　補償金の増額に伴い、乙女環境センター
解体に係る川崎町負担金を増額するも
の。

13 1,228,912 0 1,228,912

14 8,302,698 △ 5,753 8,296,945

2
社会保障・税番号制
度システム整備費
補助金

0 1,309 1,309 市民課
　戸籍・住民基本台帳管理経費（戸籍振り
仮名通知出力機能に係る戸籍システム改
修）の財源として交付されるもの。

3
児童扶養手当給付
費負担金

139,001 2,488 141,489
子育て
支援課

　児童扶養手当支給事業費の財源として
交付されるもの。

4
保育所等業務効率
化推進事業費補助
金

1,100 650 1,750
子育て
支援課

　保育所等業務効率化推進事業費の財源
として交付されるもの。

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

款名及び項目名
既決

予算額
補正

予算額
補正後
予算額

所管課 補正の主な内容

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

分 担 金 及 び 負 担 金

株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 交 付 税

環 境 性 能 割 交 付 金

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金



一般会計　令和６年度１２月補正予算（歳入）の主な内容
（単位：千円）

款名及び項目名
既決

予算額
補正

予算額
補正後
予算額

所管課 補正の主な内容

5
老朽化公営住宅建
替整備事業費交付
金

610,871 △ 10,776 600,095 建築住宅課
　老朽化公営住宅建替整備事業費の減額
補正に伴って減額するもの。

6
ＧＩＧＡスクール運営
支援センター整備事
業費補助金

2,100 266 2,366 学校教育課
　小学校ＤＸ推進事業費の財源として交付
されるもの。

7
放課後児童健全育
成事業費補助金

28,436 310 28,746 教育総務課
　放課後児童健全育成事業費の財源とし
て交付されるもの。

15 2,426,466 123 2,426,589

8
保育所等給食支援
費補助金

0 4,986 4,986
子育て
支援課

　子育てのための施設等利用給付事業費
の財源として交付されるもの。

9
老朽化公営住宅建
替整備事業費負担
金

33,747 △ 5,426 28,321 建築住宅課
　老朽化公営住宅建替整備事業費の減額
補正に伴って減額するもの。

10
放課後児童健全育
成事業費補助金

28,436 45 28,481

11
放課後児童クラブ室
施設整備補助金

0 518 518

16 88,614 0 88,614

17 963,989 0 963,989

18 2,484,837 63,558 2,548,395

12
財政調整基金
繰入金

733,630 64,047 797,677 財政課 　財源調整によるもの。

19 164,312 0 164,312

20 974,856 1,000 975,856

13
コミュニティ助成事
業助成金

0 1,000 1,000
安全安心

まちづくり課
　消防団運営事業費、消防施設管理経費
の財源として、交付されるもの。

21 4,258,693 △ 13,300 4,245,393

35,621,057 45,730 35,666,787

　放課後児童健全育成事業費の財源とし
て交付されるもの。

教育総務課

合             計

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債



繰越明許費（一般会計）
（追加） （単位：千円）

4 衛 生 費 2 清 掃 費 2 塵 芥 処 理 費 塵芥処理一般経費 4,422

款 項 目 事　　業　　名 金額

所管：環境政策課

　集積所に表示するごみ収集日の案内プレート作成につい
て、年度内の納品が難しいことから、繰越明許費の設定を行う
もの。

繰　越　理　由



債務負担行為（一般会計）

（追加） (単位：千円）

№ 事　項

1
生活保護受給者に係る医療及
び介護給付費の審査等に関す
る委託料

2
中国残留邦人等に係る医療費
の審査等に関する委託料

3
障害福祉サービス等審査支払
事務委託料

4 自立支援医療審査支払委託料

5
重度障害者医療費の審査等に
関する事務の委託料

6
子ども医療費の審査等に関す
る事務の委託料

7
ひとり親家庭等医療費の審査
等に関する事務の委託料

8
養育医療費の審査等に関する
事務の委託料

9 議会会議録作成委託料

10
中学生派遣コーディネート委
託料

11
生活困窮者自立相談支援事業
委託料

12
生活困窮者家計改善支援事業
委託料

13 狂犬病予防資材預託委託料

14 指定ごみ袋購入費

所管：経営企画課

　令和７年度に実施予定の中学生派遣コーディネー
ト委託料について、令和７年４月以降に係る契約を
今年度中に締結する必要があるため、債務負担行為
を計上するもの。

令和７年度

所管：生活支援課

　経済的に困窮し、生活全般に問題・課題を抱える
者に対して相談等を行う生活困窮者自立相談支援事
業について、令和７年４月以降に係る契約を今年度
中に締結する必要があるため、債務負担行為を計上
するもの。

所管：生活支援課

　失業や債務問題等を抱える生活困窮者に対して、
家計に関する相談等を行う家計改善支援事業につい
て、令和７年４月以降に係る契約を今年度中に締結
する必要があるため、債務負担行為を計上するも
の。

１３,３３８

７,２６８

所管：環境政策課

　令和７年度分の指定ごみ袋購入契約について、年
度内に契約を締結する必要があるため、債務負担行
為を計上するもの。

令和７年度 １１７

令和７年度から
令和９年度まで

所管：環境政策課

　狂犬病予防注射における注射済票などの交付業務
について、年度内に契約を締結する必要があるた
め、債務負担行為を計上するもの。

期　間 限度額 備　考

令和７年度 ２,１１６

令和７年度 ５０

令和７年度 １,５００

令和７年度 １,３０５

令和７年度 ３,４４２

所管：議会事務局

　令和７年度分の会議録作成業務委託契約につい
て、年度内に締結する必要があるため、債務負担行
為を計上するもの。

所管：生活支援課、高齢障がい課、市民課

　国民健康保険団体連合会及び社会保険診療報酬支
払基金と締結している診療報酬等の審査支払業務委
託契約については、同様の内容で次年度も契約を更
新する条項（自動更新条項）が入っている。この自
動更新を前年度中に行うためには債務負担行為の設
定が必要であるため、債務負担行為を計上するも
の。
　なお、生活支援課所管の「生活保護受給者に係る
医療及び介護給付費の審査等に関する委託料」につ
いては、上記の自動更新に関するものに加え、本年
度中に契約締結が必要となる令和７年度分のレセプ
ト点検業務委託契約分も併せて計上している。

令和７年度 ９,８１７

令和７年度 ３４,８１８

令和７年度 １１

令和７年度 ６,６６８

令和７年度 ８２９

令和７年度 ３



債務負担行為（一般会計）

（追加） (単位：千円）

№ 事　項 期　間 限度額 備　考

15
市営住宅及び汚水処理施設の
管理を行わせる指定管理委託
料

16 向陽台団地集会所建設事業費

17
小学校統合型校務支援システ
ムリース料

18
小学校ネットワーク回線切替
作業委託料

19 中学校教師用教科書及び指導
書購入費

20
中学校教師用デジタル教科書
購入費

令和７年度 ３３,０８３

所管：建築住宅課

　向陽台団地集会所建設工事については、土壌汚染
対策工事の影響により、スケジュールの見直しを
行った。これにより、工事期間が令和７年度に後倒
しとなったため、令和７年度支払予定分について、
債務負担行為を計上するもの。

令和７年度から
令和１１年度まで

協定書に定める指定
管理委託料の額

所管：建築住宅課

　当該施設にかかる指定管理者選定において、年度
内に指定及び基本協定締結を行うため、債務負担行
為を設定するもの。

６,９９９

所管：学校教育課

　教科書改訂に伴い、新しい教師用教科書等の購入
契約を年度内に締結する必要があるため、債務負担
行為を計上するもの。

令和７年度 １,８１２

所管：学校教育課

　小学校のインターネット回線について、帯域制限
がかかるなど、支障が発生していることからネット
ワーク回線の切り替えが必要となっている。この契
約を年度内に締結する必要があるため、債務負担行
為を計上するもの。

令和７年度から
令和１１年度まで

３３,３８３

所管：学校教育課

　教職員の働き方改革を推進するため、市内小学校
に導入予定の統合型校務支援システムについて、令
和７年度から令和１１年度までの利用にかかるライ
センスの購入契約を年度内に締結する必要があるた
め、債務負担行為を計上するもの。

令和７年度 ２,５５５

所管：学校教育課

　各中学校で利用する教師用デジタル教科書につい
て、令和７年度の利用にかかるライセンスの購入契
約を年度内に締結する必要があるため、債務負担行
為を計上するもの。

令和７年度

６５，２８１


